
無人国境離島の適切な管理の推進に関する法律案要綱 

第一 総則 

 一 目的 

この法律は、我が国周辺の海域に係る海洋資源への関心の高まり、我が国の領域主権、主権的権利等

を害する行為の発生等により、我が国の領域及び排他的経済水域等を保全する必要性が増大しているこ

とに鑑み、無人国境離島について土地の所有者等についての調査を行う等により、我が国の領土である

無人国境離島の適切な管理を推進することを目的とすること。           （第一条関係） 

二 定義等 

１ この法律において「無人国境離島」とは、次のいずれかに該当する島であって、住所を有する者が

いないものをいうこと。 

① 基線（領海及び接続水域に関する法律第二条第一項に規定する基線をいい、直線基線（同項の直

線基線をいう。③において同じ。）の基点を含む。）を有する島 

② 政令で定めるところにより測定した①の島からの距離が十二海里以内である島 



 

③ 政令で定めるところにより測定した直線基線からの距離が十二海里以内である島 

２ 無人国境離島に住所を移転した者がある場合において、その移転がこの法律の適用を免れる目的に

よるものと認められるときは、この法律の適用については、１の住所を有する者がいないものとみな

すこと。 

３ この法律において「土地等」とは、土地、土地収用法第五条に掲げる権利及び同法第六条に掲げる

立木、建物その他土地に定着する物件をいうこと。 

４ この法律において「独立行政法人等」とは、次に掲げる法人をいうこと。 

① 独立行政法人（独立行政法人通則法第二条第一項に規定する独立行政法人をいう。②において同

じ。） 

② 法律により直接に設立された法人、特別の法律により特別の設立行為をもって設立された法人

（独立行政法人を除く。）又は特別の法律により設立され、かつ、その設立に関し行政庁の認可を

要する法人のうち、政令で定めるもの 

５ この法律において「地方独立行政法人」とは、地方独立行政法人法第二条第一項に規定する地方独



立行政法人をいうこと。 

                                       （第二条関係） 

第二 基本方針 

１ 政府は、無人国境離島の適切な管理の推進に関する基本的な方針（第二において「基本方針」とい

う。）を定めなければならないこと。 

２ 基本方針には、次に掲げる事項を定めるものとすること。 

① 無人国境離島の適切な管理の推進に関する基本的な方向 

② 無人国境離島の適切な管理の推進に関し政府が講ずべき施策に関する基本的事項 

③ 第三の無人国境離島土地調査の計画的な実施に関する事項 

④ ①から③までのほか、無人国境離島の適切な管理の推進に関する重要事項 

３ 内閣総理大臣は、あらかじめ関係行政機関の長と協議して基本方針の案を作成し、閣議の決定を求

めなければならないこと。 

４ 内閣総理大臣は、３の閣議の決定があったときは、遅滞なく、基本方針を公表しなければならない



 

こと。 

５ ３及び４は、基本方針の変更について準用すること。 

                                       （第三条関係） 

第三 無人国境離島土地調査 

一 無人国境離島土地調査の実施 

 国土交通大臣は、内閣総理大臣の総合調整の下、関係行政機関の長と連携協力して、無人国境離島の

土地の所有者（土地の全部又は一部について地上権その他の政令で定める使用及び収益を目的とする権

利が設定されているときは、当該権利を有している者及び所有者。二及び第四の五の１において同

じ。）、地番及び地目並びに利用の実態についての調査並びに境界及び地積に関する測量（以下「無人

国境離島土地調査」という。）を行うものとすること。              （第四条関係） 

二 土地の所有者の把握に関し必要な情報の提供 

   国土交通大臣は、無人国境離島土地調査の実施のため必要があるときは、関係行政機関の長その他の

者に対して、無人国境離島の土地の所有者の把握に関し必要な情報の提供を求めることができること。 



                                         （第七条関係） 

三 無人国境離島土地調査の実施の委託 

１ 国土交通大臣は、無人国境離島土地調査を行おうとする場合においては、市町村にその実施を委託

することができること。 

２ １のほか、国土交通大臣又は１により無人国境離島土地調査の実施を委託された市町村は、無人国

境離島土地調査を適正かつ確実に実施することができると認められる者として国土交通省令で定める

要件に該当する法人に、その行う無人国境離島土地調査の実施を委託することができること。 

                                         （第八条関係） 

四 無人国境離島土地調査の結果の報告等 

国土交通大臣は、無人国境離島土地調査の結果に関し、内閣総理大臣に報告するとともに、国土調査

法の国土調査に該当する地籍調査を行う者に必要な情報を提供するものとすること。 （第九条関係） 

五 国土調査法の準用 

無人国境離島土地調査については、国土調査法第五章の規定（一部の規定を除く。）及び第六章の規



 

定を準用するものとし、この場合における読替えについて定めること。       （第十条関係） 

第四 無人国境離島の適切な管理に係る措置 

一 標識の設置 

１ 国は、無人国境離島において、我が国の領土であることを示す標識を設置するものとすること。 

２ 地方公共団体は、無人国境離島において、当該地方公共団体の区域であることを示す標識を設置す

るよう努めなければならないこと。 

                                      （第十一条関係） 

二 公共施設の整備 

国及び地方公共団体は、無人国境離島において、灯台、護岸、気象観測施設その他の公共施設を整備

するよう努めなければならないこと。                     （第十二条関係） 

三 定期的な巡回 

国は、無人国境離島の土地のうち国が所有し、又は管理する土地について、定期的に巡回するものと

すること。                                 （第十三条関係） 



四 自然環境の保全等の活動 

１ 国は、無人国境離島の土地のうち国が所有し、又は管理する土地について、必要に応じ、生態系に

関する調査、鉱物の探査その他の自然環境の保全及び資源の開発又は利用に関する活動（２において

「自然環境の保全等の活動」という。）を行うよう努めなければならないこと。 

２ 国は、無人国境離島の土地について、所有者その他の者が自然環境の保全等の活動を行うときは、

その支援に努めなければならないこと。 

                                      （第十四条関係） 

五 民間等所有地の適切な管理のための措置 

１ 内閣総理大臣は、無人国境離島の土地のうち国が所有し、又は管理する土地以外の土地（２におい

て「民間等所有地」という。）について適切な管理が行われるよう、当該土地の所有者に対し、必要

な助言を行うよう努めなければならないこと。 

２ 内閣総理大臣は、民間等所有地について、国において適切な管理を行う必要があると認めるときは、

買取り、借上げその他の必要な措置を講ずるものとすること。 



 

                                      （第十五条関係） 

第五 無人国境離島の土地等の収用 

一 土地等の収用 

無人国境離島のうち周辺の海域における海洋資源の状況、我が国の領域主権、主権的権利等を害する

行為の発生の状況その他の事情を考慮して特に管理を強化する必要があると認められる島において、そ

のために国が当該島の土地等（国、独立行政法人等、地方公共団体又は地方独立行政法人が有する土地

等を除く。）を取得することが適正かつ合理的であると認められるときは、この法律の定めるところに

より、当該土地等を収用することができること。                （第十六条関係） 

二 資料の提出の求め等 

内閣総理大臣は、一の土地等の収用に係る手続の準備のため必要があると認めるときは、土地等の所

有者（土地収用法第五条に掲げる権利にあっては、権利者。以下同じ。）その他の関係者に対し、資料

の提出を求め、又は当該職員をして質問させることができること。        （第十七条関係） 

三 収用認定申請書 



１ 内閣府において一の土地等の収用の実施に関する事務を担当する部局の長等（地方支分部局の長を

含む。以下「担当部局の長等」という。）は、この法律の規定により土地等を収用しようとするとき

は、担当部局の長等の名称、収用しようとする土地等の所在等及び収用しようとする理由を記載した

申請書（以下「収用認定申請書」という。）を内閣総理大臣に提出し、その認定を受けなければなら

ないこと。 

２ 収用認定申請書には、収用しようとする土地等の所有者又は関係人の意見書その他政令で定める書

類（六において「添付書類」という。）を添付しなければならないこと。 

３ ２の意見書は、所有者又は関係人を確知することができないときその他これらの者からこれを得る

ことができない事情があるときは、添付することを要しないこと。この場合においては、意見書を得

ることができなかった事情を疎明する書面を添付しなければならないこと。 

                                      （第十八条関係） 

四 無人国境離島土地収用認定 

内閣総理大臣は、収用認定申請書に係る土地等の収用が一の要件に該当すると認めるときは、遅滞な



 

く、土地等の収用の認定（以下「無人国境離島土地収用認定」という。）をしなければならないこと。 

                                   （第十九条関係） 

五 関係行政機関等の意見の聴取 

１ 内閣総理大臣は、無人国境離島土地収用認定に関する処分を行おうとする場合において、必要があ

ると認めるときは、関係行政機関の長及び学識経験を有する者の意見を求めることができること。 

２ 関係行政機関の長は、無人国境離島土地収用認定に関する処分について、内閣総理大臣に意見を述

べることができること。 

                                      （第二十条関係） 

六 収用認定申請書の縦覧 

   内閣総理大臣は、無人国境離島土地収用認定に関する処分を行おうとするときは、あらかじめ、内閣

府令で定めるところにより、担当部局の長等の名称及び収用認定申請書に係る土地等の所在を公告し、

公告の日から二週間収用認定申請書及び政令で定める添付書類を公衆の縦覧に供しなければならないこ

と。                                   （第二十一条関係） 



七 無人国境離島土地収用認定の告示等 

１ 内閣総理大臣は、無人国境離島土地収用認定をしたときは、遅滞なく、その旨を担当部局の長等に

文書で通知するとともに、当該担当部局の長等の名称、当該無人国境離島土地収用認定に係る土地等

の所在、当該無人国境離島土地収用認定をした理由及び２の図面その他政令で定める書類の縦覧場所

を官報で告示しなければならないこと。 

２ 担当部局の長等は、１の通知を受けたときは、遅滞なく、無人国境離島土地収用認定に係る土地等

の所在等を公告し、かつ、当該土地等の所有者及び関係人に通知するとともに、政令で定めるところ

により、当該土地等の図面その他政令で定める書類を、当該無人国境離島土地収用認定が効力を失う

日又は当該無人国境離島土地収用認定に係る全ての土地等について必要な権利を取得する日まで公衆

の縦覧に供しなければならないこと。 

３ 内閣総理大臣は、１の告示をしたときは、直ちに、関係都道府県知事にその旨を通知しなければな

らないこと。 

４ 無人国境離島土地収用認定は、１の告示があった日から、その効力を生ずること。 



 

５ 内閣総理大臣は、無人国境離島土地収用認定を拒否したときは、遅滞なく、その旨を担当部局の長

等に文書で通知しなければならないこと。 

                                     （第二十二条関係） 

八 無人国境離島土地収用認定の失効 

１ 七の１の告示があった後、土地等を収用する必要がなくなったときは、担当部局の長等は、遅滞な

く、その旨を内閣総理大臣に報告しなければならないこと。この場合において、その事由の発生が七

の２の通知の後であるときは、土地等の所有者及び関係人にも、遅滞なく、その旨を通知しなければ

ならないこと。 

２ 内閣総理大臣は、１の報告を受けたときは、無人国境離島土地収用認定が将来に向かってその効力

を失う旨を官報で告示しなければならないこと。 

                                     （第二十三条関係） 

九 土地収用法の適用 

一の土地等の収用に関しては、この法律に特別の定めがある場合を除くほか、当該収用は土地収用法



第三条各号の一に規定する事業と、内閣総理大臣は同法の起業者と、無人国境離島土地収用認定は同法

により国土交通大臣が行う事業の認定と、七の１の告示は同法により国土交通大臣が行う事業の認定の

告示とみなして、同法の規定（一部の規定を除く。）を適用するものとし、この場合における読替えに

ついて定めること。                            （第二十四条関係） 

第六 雑則 

一 課税の特例 

無人国境離島の土地等について、第五の一による収用又は買取りの申出を拒むときは第五の一により

収用されることとなる場合における買取りが行われたときは、租税特別措置法で定めるところにより、

所得税又は法人税の課税について五千万円を限度とする譲渡所得の特別控除の適用があるものとするこ

と。                                   （第二十五条関係） 

二 資料の提出の要求等 

内閣総理大臣は、関係地方公共団体の長に対して、この法律の施行に関し必要な資料の提出及び説明

を求めることができること。                        （第二十六条関係） 



 

第七 罰則 

第五の二による資料の提出をせず、若しくは虚偽の資料の提出をし、又は第五の二による質問に対し

て答弁をせず、若しくは虚偽の答弁をした者は、十万円以下の過料に処すること。（第二十九条関係） 

第八 施行期日等 

一 施行期日 

この法律は、公布の日から施行すること。ただし、第三は公布の日から起算して二十日を経過した日

から、第五、第六の一及び第七は公布の日から起算して六月を超えない範囲内において政令で定める日

から施行すること。                            （附則第一項関係） 

二 我が国の領域等に係る行政組織の在り方の検討 

政府は、我が国の領域及び排他的経済水域等の保全に関する施策を総合的かつ一体的に推進するため

の行政組織の在り方について検討を加え、その結果に基づいて、法制上の措置その他必要な措置を講ず

るものとすること。                            （附則第二項関係） 

三 その他所要の規定の整備を行うこと。 


